
一F-曲､ ､ ‐酉 ﾏ も ﾏームダ~●睡令 剥挙 _～一一一学一口-bー巳一 一一ロー手－－Lや

一…~･今凸｡ご■…･会'凸､， ▲ ･ 凸一公一

ゎ

業務参考資料（5）●

0

基総発0401第1号

平成28年4月1日

都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局総務課長

｢裁判所簿からの文書提出命令等に対する具体的な対応について』の改正について

、

rl

裁判所等からの文書提出命令等に係る具体的な対応については､平成14年3月1

3日付け基総発第O313001号（平成18年11月22日改正）「裁判所等から

の文書提出命令等に対する具体的な対応について」（以下『本通達』という｡）により

指示してきたところである。

平成28年4月1日に､都道府県労働局に雇用環境･均等部又は雇用環境.均等室

が設置されたことに伴い、別添のとおり、本通達を改正することとしたので、今後の

取扱いに遺憾なきを期されたい。
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裁判所等からの文書提出命令等に対する具体的な対応について

労働基準行政機関の保有する文書については､業務上災害に係る損害賠償謂求訴訟
等に関連し､裁判所等からこれらの文書の開示を求められることが多くなるものと考
えられることから、その対応については、平成14年8月13日付け基発第0313

OO8号職判所等からの文書提出命令等に対する取扱いについて」の配の第1の
4により、關査の嘱託及び文書送付の嘱託がなされた場合には､原則これに応じる立
場から適切に対応することとされたところである。しかしながら、強制手続きである
文書提崖命令と異なり、調査の嘱託及び文書送付の嘱託に係る対応については､職務
上知り得た私人の秘密に関する情報の保護及び公務の遂行に著しい支障を生ずるお

それ等に十分配慮を要することから、具体的には下記により対応することとするので、
その取扱いに遺憾なきを期されたい。

》

記

1 調査の嘱託について

調査の嘱託は､文書送付の嘱託が害証として労働基準行政機関が保有する文書そ
のものの送付を求めるものであるのに対し、書証としてではなく、調査事項につい

て文書による報告を求める点で異なるが､職務上知り得た私人の秘密に関する情報

の保護及び公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれ等に十分配慮した上で､客観的
事実について報告すること。
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2文書送付の嘱託について

(1)対象となる文書

裁判所から､労働基準行政機関が保有する労働災害の発生状況等客観的事実を把
握できる文書や関係者からの証言等の文書について提出を求められた場合には､職

務上知り得た私人の秘密に関する情報の保漣及び公務の遂行に著しい支障を生ず
るおそれがあるか否か等に十分配慮し、適切な対応を行うべきものである。

これを踏まえ､文書送付の嘱託に応じて提出する主な文書は次のとおりとするこ
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ア関係者からの提出文書

･(ｱ〉事業主から届出のあった各種報告書、就業規則届又は労使協定届

（ｲ）事業主が作成した出勤簿、貿金合根、勤務時間表、超過勤務証明書、業務

日誌等業務内容報告書、人事経歴簿、人員組織構成表､配置表又は作業手順

表

（ｳ）事業主からの回答書（業務内容、勤務実態等に関するもの）

（功 ．定期健康診断実施結果（被災者のもの）

㈱事故に関係じた機器類の機能等（寸法、規格等を含む） の説明書

（力）被災者又は当該被災者の親族､上司、同僚その他の関係者(以下『親族等」

という｡）が作成した手帳、日記、メモ等

（ｷ）労災保険の支給請求書

（ｸ）各種許認可申錆書

イ関係者からの聴取書等

被災者本人又は当該被災者の親族等の聴取書､陳述書等
ウ労働基準行政機関が発出した文書

(ｱ）労災保険支給(不支給）決定通知書等(控〉
（ｲ） 是正勧告書（控）

（ｳ）指導票（控）

（ｴ）安全衛生指導書（控）

㈱主治医に対する意見照会書（控）

（力）各種許認可書（控）

エ医師の作成した文書等

（ｱ） 主治医作成の診断書、診療録、レントゲン写真、検査結果又は死亡診断書

（ｲ） 主治医又は専門医作成の意見書又は鑑定書

（ｳ）公的機関からの回答書

（気象台からの回答害、検死調書等警察からの回答書）
オ他の宮公署からの各種証明書等(上記エ伽に掲げるものを除く。以下同じ｡）

力労働基準行政機関の職員が作成した復命書等
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(2)具体的手続について

強制手続である文書提出命令とは異なり、文書送付の嘱託に対して労働基準行

政機関が保有する上記(1)の文害を裁判所に提出するに当たっては、 ．

①文書提出者等が当該文書の一部分について開示を望まない場合には､当該部
分を黒塗りして提出すること

②同意の確認に関する経過については龍録すること ．

に留意するとともに、それぞれ下記により対応すること。

ア関係者からの提出文書 ・

文書送付の嘱託申立人（以下「申立人」という｡）から提出された文書につ

いては､文書送付の嘱託を申し出た時点で裁判所への提出に同意しているもの

と考えられることから、その写しを提出すること。
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申立人以外の者から提出された文書については、 当該者の利害に配意する

必要があることから、裁判所からの文書送付の嘱誌に応じてよいかどうか、当

該者に対し同意確認を行った上で、同意が得られた場合にのみ、その写しを提

出すること。

また､同意が得られなかった場合には､当該文書の標題のみを回答ずること。

なお、当該文書に、申立人以外の者に係る情報が記載されている場合には、

当該部分を黒塗りして提出すること。

イ関係者からの聴取書等

申立人の聴取害等については､文書送付の嘱託を申し出た時点で裁判所への

提出に同意しているものと考えられることから、その写しを提出すること。
申立人以外の者の聴取書等については､当該者の秘密に関する情報の保護に
十分配意する必要があることから、次の手順により処理すること。

（ｱ） 聴取した者に対し､裁判所からの文書送付の嘱託に応じてよいかどうかの
同意確麗を行うこと。

（ｲ） 同意が得られた場合には聴取書等の写しを裁判所に提出することとする
が、同意が得られない場合にはその旨、次の例を参考に文書により裁判所に

回答すること。

ro月○日、文書送付の嘱託のあった件につき、○○ほかo名の聴取書

（写）を別添のとおり送付します。なお<O名については本人の同意が得ら
れなかったため提出は差し控えます｡』

※同意の得られなかった者についてはその人数のみを回答すること｡ただし、
同意しない者が訴訟の相手方当事者であるときは､同意しない者の氏名を秘
匿する必要がないので、この場合は相手方当事者の氏名を回答して差し支え
．ないこと。

､ウ労働基準行政機関が発出した文書

労働基準行政機関が、申立人に発出した文書については､文書送付の嘱託を
申し出た時点で裁判所への提出に同意しているものと考えられることから、そ
の写しを提出すること。なお、当該文書に、申立人以外の者に係る情報が記載
されている場合には、当該部分を黒塗りして提出すること。

.． 申立人以外の者に発出した文書については､当該者の秘密に関する情報の保
謹に子分配意する必要があることから、上記イの手順に準じて処理すること。
エ医師の作成した文書等

医師の意見書等の文書については､医師等が職務上知り得た事実で秘密にす
べき事項が含まれている場合があるため、当該医師等に対し、裁判所からの文

書送付の嘱託に応じてよいかどうかの同意確潔を行った上で、同意が得られた
場合にのみ、その写しを提出すること。

． なお、同意が得られなかった場合には、並記イの(ｲ)の手順に準じて処理す

ること。

オ．他の官公署からの各種証明書等

基本的には他の官公署において提出を判断すべきことであるが､災害発生後
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相当期間経過し、当該証明書等を保有していないなど、当時の証明等を改めて

当該官公署から求めることが困難な場合に限り、労働基準行政機関が文書提出

に協力すること。

力労働基準行政機関の職員が作成した復命書等

労働基準行政機関の職員が作成した復命書等の文書に係る文書送付の嘱託
がなされた場合には、当骸文書の記載内容に応じて個別に対応すること。

文書提出の範囲は､原則として､①調査担当官が職務上知ることができた事
業場等にとっての私的な情報に関する部分とし､②行政内部の意思形成過程に

閏する情報の部分については､黒塗りして提出すること。

なお、①の情報に該当するもののうち、申立人に係る情報については､文書

送付の嘱託を申し出た時点で裁判所への提出に同意しているものと考えられ

ることから、該当部分について提出することとなるが、申立人の相手方当事者
に係る情報について賎裁判所からの文書送付の嘱託に応じてよいかどうかの

同意確認を行い、同意力嶋られなかった部分については、公知の事実を除き、

提出しないこと。申立人及び申立人の相手方当事者以外の第三者を特定する情
報については、同意確潔が困難であることから、黒塗りして提出すること。

同意確潔に際して、対象文書そのものの提示が困難である場合には､提出対
象とされる各情報の項目を列挙して提示をするなど､包括的な方法によらざる
を得ないものであることから、同意の判断に当たっては、守秘義務の観点から
慎重に行う必要があることに留意すること。

．表た、関係者から聴取した内容がそのまま記載又は引用されている部分や、
医師の作成した文書等からそのまま記戦又は引用されている部分については、
当該部分について、上記(2)のイないしはエと同様に取り扱うこと。
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(3)担当裁判所書記官等への鋭明等

上記の(2)の結果、文書を提出することができない場合及び申立人からの申出

の内容に照らし､十分応えることができない場合には､担当裁判所書配官等に対
してその理由を詳しく説明し、理解を得るぺく努めることが肝要であること。

また、このような場合であっても、調査内容における客観的事実についての回

答をすることにより対応が可能である場合には、記の1に準じて対応すること。

殉
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3本省との協綴につWて

調査の嘱託又は文書送付の嘱託がなされ､本省と協謎を行う必要がある場合には、
それぞれの業務所管課に対して行うこと。

なお､都道府県労働局労働基準部所管課及び総務部労働保険徴収主務課(東京労
働局にあっては労働保険徴収部所管課)が本省労働基準局担当課と協議する堪合は、

都道府県労働局労鋤基準部監督課を窓口とし､本省労働基準局総務課を経由して行
うこと。

室皇_塾道遼……“思雲鍵麹…基鐘塗垈
罰労 』 日当鰐と 逼府労働局展濡
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また､裁判所が文書提出命令の決定に先立って行う審尋において意見を述ぺるに

当たって事前に協議する場合も同様とすること。
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業務参考資料（6）
‐ ー

＊

事務連絡

平成24年3月27日
0

都道府県労働局労働基準部長殿

厚生労働省労働基準局労災補償部

補償課労災保険審理室長
I

文書提出命令に係る意見書例等の送付について

、

文書提出命令の申立:てがあった場合の留意事項については､平成23年6月15
日付け事務連絡『文書提出命令に係る業務参考資料の送付等について」の記の

2に示したところであるが、文書提出命令に係る審尋手続に基づき裁判所から

意見を求められた場合（民訴法223条2項）の意見書例を下記1のとおり作成

したので、意見害の作成に当たって参考とされたい。

また、下記の2， 3のとおり、文害提出命令に係る関係資料を送付するので

併せて参考とされたい。

0

一

記

1 意見書例

(1)意見害例1 「原告被災者遺族から、被告会社社員の聴取書等について、

文塞提出命令の申立てがあったもの」 （1頁）

(2)意見害例2「被告会社から、原告の聴取書について、文害提出命令の申
白 立てがあったもの」 （19頁）
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2文書提出命令申立一覧（平成23年度追加） （31頁）
，

3文書提出命令に係る決定(平成23年12月16日岡山地方裁判所)(35頁）
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意見書例1 原告被災者遺族から、被告会社社員の聴取書等について導文書提

出命令の申立てがあったもの ．

【対象文書】

『聴取書」 （被告会社社員聴取）

『精神障害等の業務起因性判断のための調査票』

『実地調査復命書』 （被災者の自殺にかかる業務上外）

●
●
■

１
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【労災認定概要】精神障害事案（業務上）

被災者は㈱’○○○（以下『被告会社jという｡）に所属し、建築

現場において、施工管理業務に従事していたが工期が短かったこと

もあり時間外労働や休日労働が続く中〈自宅内で縊死しているとこ

ろを発見された。

被災者の遺族（以下「原告被災者遺族」という｡）は､被災者の死

亡は、業務上の事由によるものであるとしだ、監督署長に対し遺族

補償給付及び葬祭料の請求を行ったところ:監督署長は､鯛査の結
果、被災者は業務による心理的負荷に起因して精神障害を発症し、

自殺に至ったものと判断し、これらを支給する旨の処分を行った。
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【文書提出命令申立概要】

原告被災者遺族が被告会社に対し損害賠償を求めた民事訴訟にお

いて、原告被災者遺族より、証明すべき事実を『被告会社における

過重労働が原因で、被災者がうつ病を発症し、その結果死に至った

事実』として、監督署長が所持する本件業務上外認定に関する文書

について、文書提出命令の申立てがあったもの。

なお、原告被災者遺族は、当該文替提出命令の申立てに先立ち、

個人情報保護法に基づく保有個人情報の開示謂求により、対象文書

2， 3についてはその写しの交付を受けている。

３
口
ｑ
Ｇ
〃
グ

ー

①

、

Ｉ

※個人情報保謹法に基づく開示請求により、既に文書の写しの交付を受

けている書証の申出を文書提出命令によってする必要性が認められな

いとの主張部分については….6.,.線を付している。

由

※事案の内容によって、文言の変更を要する部分については_一線を付
●

している。
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(意見書例1）

一

平成○年（○）第○○○号文書提出命令申立事件

基本事件平成○年(O)第○○○号損害賠償請求事件

↑

原告○○○○外
0

被告株式会社○○○

0

●

§

や
喝一

声
Ｊ
ａ
ｆ
Ｐ
可
け

， 文書提出命令の申立てに対する意見書
9

一

平成○年○月○日

○○地方裁判所第○民事部

裁判官○○○○殿

、

6 4

○○労働基準監督署長●

､.一ノ
6

平成○年○月○日付けの『審尋書」について，下記のとおり意見を述べる。

記

ー

第1 本件文書提出命令の申立ての対象文書

・平成○年○月○日付け文書提出命令申立書による文書提出命令の申立て

（以下「本件申立て」という。）は，原告○○○○及び○○○○と被告株式

~

･2．
し
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0

9

、

会社○○○（以下｢被告会社」という。）との間の○○地方裁判所平成○年

（○)第○○○号損害賠償請求事件において，原告らが文書の所持者である

本職に対し,①会社関係者聴取書,②精神障害等の業務起因性判断のための
Qj

調査票､③被災者の自殺に係る業務上外についての実地調査復命書の提出を

求めるものである。

本件申立ての対象文書は,次に掲げる各文書(以下｢本件各文書｣という｡〉

と特定する。

1平成○年○月○日付け聴取書（以下「本件文書1」という。）

2平成○年○月○日付け聴取書（以下「本件文書2」という6 ）

3平成○年○月○日付け聴取書（以下「本件文書3」 という。 ）

4様式1精神障害等の業務起因性判断のための調査票(以下｢本件文書4」

という。 ）

5復命年月日平成○年○月○日実地調査復命書(以下「本件文書5」とい

う。 ）

(~＞

､

ｂ
ｌ
ｆ
Ｆ

一、

●

■

１

０

句

第2意見の要旨

1本件文書1ないし3は、民事訴訟法220条4号ロに掲げる文書に該当

する。

2本件文書4のうち被告会社関係者からの聴取内容を引用した部分は，民

事所訟法220条4号ロに掲げる文書に該当する｡．

漆
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「香 見」の項目は，民塞長意見l欄・ 調官意 事訴訟本件文書5のうち『3
、

該当す法220条4号ロに掲げる文書に る。
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4
ひ

〆

『

第3民事訴訟法220条4号口について ．

1 民事訴訟法220条4号ロ「公務員の職務上の秘密』の意義

民事訴訟法220条4号ロにいう 『公務員の職務上の秘密』とは，公務

員が職務上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密として

保護するに値すると認められるものをいうと解すべきである（最高裁判所

昭和52年12月19日第二小法廷決定・刑集31巻7号1053ページ，

最高裁判所昭和53年5月31日第一小法廷決定・刑集32巻3号457

ページ参照） 。そして，上記『公務員の職務上の秘密jには，公務員の所

掌事務に属する秘密だけでなく，公務員が職務を遂行する上で知ることが

できた私人の秘密であって，それが本案事件において公にされることによ

り，私人との信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来

すこととなるものも含まれると解すべきである（最高裁判所平成17年1

0月14日第三小法廷決定・民集59巻8号2．265ページ） 。

2民事訴訟法220条4号口「その提出により公共の利益を害し，又は公

（

･i

〈 ’
､_ノ

･4．

一

｡
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由
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●

務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがある」の意義 、

民事訴訟法220条4号ロにいう「その提出により公共の利益を害し，

又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがある』とは，単に文書の性

格から公共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生ずる抽象的な

おそれがあることが認められるだけでは足りず，その文書の記載内容から

みてそのおそれの存在することが具体的に認められることが必要であると

解される（前掲最高裁平成17年10月14日第三小法廷決定） 。

そして，公務員の職務上の秘密に関する文書が，その提出により公共の

利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるものとい

えるかどうかは，個々の文書ごとに，その性質，法的根拠，記載内容・方

法，公にされた場合の弊害の有無，内容，程度等を考慮して判断すべきで

ある（松並重雄・最高裁判所判例解説民事篇平成17年（下） 728ペー

ジ（注26） ） 。また，その判断に当たっては，インカメラ手続等によっ

て，当該文書の具体的内容を十分に把握した上でされるべきである（同）。

気
、
、
’
５
４
心
》

室
一
《
く

第4最高裁判所平成17年10月14日第三小法廷決定の要旨

第5において本件各文書について検討する前提となる最高裁判所の決定

について，その要旨を記載する。

1文書提出命令に関しては，労働安全衛生法に基づき労働災害の発生原因

等の鯛査結果が記載された災害調査復命書が民事訴訟法220条4号ロに

該当するか否かが争われた事件についての最高裁判所平成17年10月1

4日第三小法廷決定（以下畷高裁決定」という。 ）が示されており，そ

の要旨は以下のとおりである。

2労働災害が発生した際に労働基準監督官等の調査担当者が労働災害の発

生原因を究明し同種災害の再発防止策等を策定するために調査結果等を踏

まえた所見をとりまとめて作成した災害調査復命書には，①当該鯛査担当

《…‘ ノ

●

･5．
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者が事業者や労働者らから聴取した内容，事業者から提供を受けた関係資

料，当該事業場内での計測，見分等に基づいて推測，評価,分析した事項と

いう当該鯛査担当者が職務上知ることができた当該事業者にとっての私的

な情報のほか,②再発防止策,行政指導の措置内容についての当該調査担当

者の意見,署長判決及び意見等の行政内部の意思形成過程に関する情報が

記載されている。

「②の情報」に係る部分は，行政内部の意思形成過程に関する情報が記

載されたものであり，その記載内容に照らして，これが本案事件において

提出されると，行政の自由な意思決定が阻害され，公務の遂行に著しい支

障を生ずるおそれが具体的に存在することは明らかである。

「①の情報」に係る部分は,事業者や労働者らからの聴取内容がそのまま

記載されたり，引用されたりしているわけではなく,当該調査担当者におい

て,他の調査結果を総合し,その判断により上記聴取内容を取捨選択して，

その分析評価と一体化させたものが記戦されていること,調査担当者には，

事業場に立ち入り,関係者に質問し,帳簿,書類その他の物件を検査するな

どの権限があり， これらに応じない者は罰金に処せられることとされてい

ることなどにかんがみると， 「①の情報』に係る部分が本案事件において

提出されることにより公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に

存在するということはできない。

ウ

◆

〃

＃

｡

( j
廷守琴?".

6

●

第5 ・本件各文書の検討

1 本件文書1ないし3について

（1） 本件文書1ないし3の概要

本件文書1ないし3は，いずれも，労働基準監督署の調査担当者が供

述者から聴取した内容がそのまま記載されている。具体的には，冒頭に

おいて，住所, ,職業，氏名及び生年月日により供述者が特定された上，

－6‐
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特定の日付，場所において「次のとおり聴取した」旨記載され，当該記

載以降，聴取書のほぼ全般にわたって，供述者を一人称とする口語調の

聴取内容が，内容に応じて項番を付された上で記載されている。そして，

その末尾には，当該供述者において記載された穂取内容に誤りがないこ

とを確認して署名押印した旨の記載とともに，当該供述者の署名押印が

されている。聴取内容の表現は，主観的なもので，また，聴取に係る事

実の経験者の供述として迫真性の高いものになっている。また,上記聴

取書に，調査担当者の分析評価等は含まれていない。

(2)本件文窪1ないし3に記載された聴取内容

今

、

勺

令

0

・

●

口
二
・
三

ノ 、

（、_"）

(3) 本件文書1ないし3に記載された聴取内容は，公務員が職務上知り得

た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密として保護するに値す

ると認められ， これを提出することにより，公務の遂行に著しい支障を

生ずるおそれが具体的に存在すること ；・

ア本件文書1ないし3に記載された聴取内容は，公務員が職務上知り

、得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密として保護するに

値すると認められること

本件文書1．ないし3に記載された聴取内容は,供述者の個人的な事項

、

｡

･7．
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『

も含めてほぼそのまま記載され，公務員が職務上知り得た私人の秘密

に該当するものであり，これが本案事件において提出されることによ

り，調査に協力した関係者との信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ

円滑な運営に支障を来すこととなるということができるから，公務員

が職務上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密とし

て保護するに値すると認められる。

本件文書1ないし3を提出することにより，公務の遂行に著しい支

障を生ずるおそれが具体的に存在すること

本件文書1ないし3に係る供述者は，いずれも，聴取内容が飽くまで

労災請求に対する判断の資料として用いられるものとの前提で聴取に

応じているものと考えられる。したがって，聴取内容が広く一般に公

開されることまで受け入れ，若しくは予想して供述に応じているもの

ではないと考えるべきである。

そして,本件文書1ないし3においては,当該聴取内容が調査担当者

によって総合されることもなく，また，調査担当者の分析評価と一体

化されることもなくそのまま記載され，かつ，当骸聴取内容に係る供

述者が特定されているから，これを開示することにより，当該労災認

定の手続において，当該供述者がどのような事項を供述したかがその

イ

／

0

の

0

：
；
．
ザ

一
・
』

ｔ

Ｏ

Ｂ

で

勺

また,当該供述者の供述が内心に属する事項とともに明らかとなる。

労災調宝に対する判断にどのような影鯉を蓮ぼしたか壷推測し得るこ

咳労災認定の やり

l封容について荊膳を有する者から,当該供述者の供述により不利益を

心傭を客されたなどとしてuり けることを回ぐることは十合に

考えられる。
ケ

そうであるからこそ，労働基準監督署長としても，聴取害等を提出す

－8‐ ウ ｡
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0

るような場合には，提出するについて供述者の同意の有無を確認する

こととしているのである。また，労働基準監督署長による確認を受け

た上で提出に同意しなかった供述者としては，それにより聴取書等を

提出されないことについてより高い期待・信頼を抱くことになってい

るというべきである（なお，本件文書1ないし3に係る供述者は，い

ずれも、当該文書を提出することについて同意しない旨の意思を表示

している。 ） 。

じかも，本件文書1ないし3に記載された聴取内容は，上記(2)で述

べたとおり，雀述者の主観的評価も交えた被告会社の労務管理の状況

_K盤ｴ錘ﾕｰ進上止旦』一二鐘遡勤鋤迩_』盤蕊旦』_且必し

被災者が担当した工事現場の状況(本件文書2，－3のみ)等のほか,

被災者の性格・能力且勤務態度等に対する供述者の個人的な印泉旦証

価（本件文書1ないし3）といった供述者の内心に属する事項や,供

遡璽遡盤- 装具_目_陸佐塞豊ﾕ堂rLg3) ""述

者自身の経歴体件文書1ないし3） ，供述者自身の勤務実態･(本件

文書3のみ）といった専ら供述者の個人的な事項も含まれているので

ある且さらにいえば,本件申立ての立証趣旨_(被告会社における過重労働が

原因で,被災者がうつ病を発症し，その結果死に至った事実1二との関

係において，上記のような事項がすべて明らかにされる必要があると

も考え難い。

自らの個人的な事項に関する供述がその供述したままに，しかもそれ

が真に必要とされるわけでもないところで提出されて一般に公開され

ることとなれば，何人でも原則として閲覧でき，また当事者（労災請

求の請求人に限られない。 ）及び利害関係者に謄写され得る状態（民

事訴訟法91条）となり, .その結果，聴取内容が飽くまで労災請求に

●

、
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対する判断の蜜料として用いられるものであるとの供述者からの信頼

を著しく損ない，
今

いうべきである｡一

したがって,本件文書1ないし3を提出することにより，公務の遂行

に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在することは明らかであ

る。

(4) 本件文書1ないし3は，最高裁決定に照らしても，その提出により公

務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在すると考えられ

ること

上記第4の最高裁決定は飽くまで事例判断に過ぎない（松並重雄・最

高裁判所判例解説民事篇平成ユ7年（下） 728ページ（注26） ）も

のではあるが，本件文書1ないし3は，上記(3)のアに述べたとおり，公

務員が職務上知り得た私人の秘密に関する情報が記載されており， これ

は最高裁決定が示した「①の情報」に形式的には該当するものである。

しかしながら、最高裁決定は「①の情報」に係る部分について， 「聴取

内容がそのまま記載されたり，引用されたりしているわけではなく，当

該調査担当者において，他の鯛査結果を総合し，その判断により上記聴

取内容を取捨選択して,その分析評価と一体化させたものが記載されて

いること」を理由として， 「①の情報」に係る部分が提出されることに

より公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在するという

ことはできないと判断されたものである。そうすると，本件文書1ない

し3には，上記(3)のイに述べたとおり，聴取内容が調査担当者によって

総合されることもなく，また，調査担当者の分析評価と一体化されるこ

ともなくそのまま記載されていることから，最高裁決定に照らしても，

本件文書1ないし3はこれを提出することにより公務の遂行に著しい支

障を生ずるおそれが具体的に存在するというべきである。
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，調査権限や罰則が存在するとしても，聴取内容を提出することにより，

供述者の協力を得ることが困難となり，公務の遂行に著しい支障を生ず

ること

上記第4の最高裁決定は，災害調査復命書には，関係者からの聴取内

容がそのまま記載されているわけではないことのみならず，労働基準監

督署長には，関係者からの報告の提出等の権限があり，これに応じない

場合の罰則も設けられていることも合わせて関係者の協力を得ることが

著しく困難とはならないと判断している。

しかし，最高裁決定でいう権限や罰則は，労働安全衛生法に基づくも

のであり，同法の違反（同法120条4号, 5号）については，労働基

準監督官は同法92条に基づき， 自ら捜査し，検察庁に送致できるもの

である。一方，本件における関係者からの報告の提出等の権限や罰則に

関しては，労働者災害補償保険法に基づくものであり，同法の違反（同

法53条1号， 2号）について，労働安全衛生法におけるように労働基

準監督官が自ら捜査する権限はなく，警察機関に告発するのみである。

このように，労働安全衛生法に基づく権限と労働者災害補償保険法に基

づく権限は強制力の程度が異なっており，これらを同視することはでき

ない。

このことから，労働者災害補償保険法に基づく調査権限は，労働安全

衛生法におけるような捜査楢限を背景にしたものではないことから，関

係者との信頼関係がより重要となるところである。

したがって，本件のように，労災認定に関する調査において，その円

滑な遂行のために十分な供述を得るためには，供述の契機があるという

ことだけでは足りず，供述者の積極的な態度や自由な会話の機会を持つ

ことが必要かつ重要であり，そのためには供述者の信頼を確保するこ.と

が必要である。
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関係者が，民事訴訟において一般に公開され，何人でも原則として閲

覧でき，当事者・利害関係者に謄写され得る状態となることを懸念して

調査への協力を拒む場合に，罰則を背景とした強制的な契機により供述

を求めたとしても，供述者の反感を買い，調査担当者の質問に対する必

要最小限の回答しか得られないことは明らかである。そのような場合，

一応虚偽ではない回答を得ることができたとしても，調査の円滑な遂行

…に十分な回答や，新たな調査の観点，端緒となるような回答を得ること

ができなくなる。調査担当者は事故の関係者等ではないから、当初の資

料（請求人の提出した主張や客観的な蜜料）から知り得る情報は限られ

ている。そこから見い出される調査の観点、端緒のみに基づき質問を行

い、回答を得られたとしても、限定的な情報しか得られない。関係者の

、 積極的な供述を得ることにより， ,新たな事実・端緒を得ることができ，

さらにそれに基づく調査を行うことにより,適正な事実認定が可能とな

るのである。適正な事実認定を円滑に行うことができなければ，公務の

遂行に著しい支障を生ずることは明らかである。

(6) 鳥取地方裁判所倉吉支部平成21年9月29日決定について

鳥取地方裁判所倉吉支部平成21年9月29日決定(公刊物未登載）

は，本件と同様に労災認定の手続において作成された同僚等の聴取書等

について，民事訴訟法220条4号ロに該当すると判断し，労働基準監

督署長の文書提出義務を否定した。同決定については上訴がなく確定じ
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2本件文書4について

(1)本件文書4の概要

本件文書4は, ≠精神障害等の業務上外の判断のための調査票であり，

労働基準監督署の調査担当者が調査結果を所定の様式にまとめたもので
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本件文書4には，一定の様式に, ｡①被告会社の事業概要，②事案の概

要，③就業条件等一般的事項，④出現した心身の症状等に関する事項，

⑤自殺の状況等に関する事項，⑥業務による心理的負荷に関する事項，

⑦業務以外の心理的負荷に関する事項，⑧個体側要因に関する事項，⑨

主治医・産業医の意見，⑩請求人提出の意見書の項目に分かれている。

これらのうち，④，⑥～⑧の項目のうちに，原告や被告会社関係者か

らの聴取内容が引用されており，併せて供述者の氏名が明記されている。

(2) 本件文書4の不提出部分

本件文書4のうち不提出部分は，被告会社関係者の聴取内容を引用し

た部分である。

当該部分には，被告会社関係者の聴取書に記載された内容のうち，塗

n
辱且も

…昼-撞豈全匙空…空蓮過逵観堕塞雌塞皇逗
◆ 里

別務態呂
4

供述者の個人的な印象・認職Q評価簿が述べられた部分も引用されてい

量輿一しかも，聴取書に記載された事項の一部が， 「私」との記載を特定

の苗字に変更する，語尾を整えるなどの変更を加えただけで，供述者が

だれであるかが特定された上でほぼそのまま引用されている。

(3) 本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分は,公務員

が職務上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密として

保謹するに値すると認められ， これを提出することにより，公務の遂行

に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在すること

ア本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分は，公

務員が職務上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密と

して保護するに値すると認められること

本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分は,供述

（〕
～”』

0

『
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者の個人的な印象等も含めてほぼそのまま記載され,公務員が職務上

知り得た私人の秘密に該当するものであり，これが本案事件に提出さ

れることにより，調査に協力した関係者との信頼関係が損なわれ，公

務の公正かつ円滑な運営に支障を来すこととなるということができる

から，公務員が職務上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそ

れを秘密として保護するに値すると認められる。

イ本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分を提出

することにより，公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に

存在すること

本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分には,上

記(2)に述べたとおり，当該聴取内容が調査担当者によって総合される

こともなく，また，調査担当者の分析評価と一体化されることもなく

引用され，かつ，当該聴取内容ごとに供述者が特定されているから，

これを開示することにより，当該労災認定の手続において，当該供述

者がどのような事項を供述したかがその内心に属する事項とともに明

らかになる｡､また，当餓供述者の供述ｶﾐ叢災論求に対する判断にどの

圭-2_墾遥饗迄悪運と主聖堂鍵…三_皇と虫垂1-堂且…錘

6

』

一

6

＃
b八一吋●

認定の

守． の毛

によ･り不利益を被った，心摘を害されたなどとして抗議や有形･無形

の不利益な取扱い等を受けることを危ぐxることは十分に考えられ

ゑ昌一

そうであるからこそ,労働基準監督署長としても,蒋取書等を提出す

るような場合には，提出するについて供述者の同意の有無を確認する

こととしているのである。また，労働基準監督署長による艤認を受け

た上で提出に同意しなかった供述者としては，それにより聴取書等を

申
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提出されないことについてより高い期待・信頼を抱くことになってい

るというべきである。

しかも，本件文書4に引用された聴取内容には，上記(2)に述ぺたと

おり,迭述宣堕塑重雌皇室鎚全建堕…韮…

鯉進蓬国鎚虫_麹遥遥崖鑓昌裁丈曇…堕進座全_遮＆

註麺詮込2進迭遡塵心1皇屋士量遡鎧圭辿_かつ，供述者が

だれであるかが特定された上でそのまま引用されているのである。さ

らにいえば､本件申立ての立証趣旨(被告における過重労働が原因で，

‘披災者がうつ病を発症し,_その結果死に至った事実)_との関係におい

て，上記のような事項がすべて明らかにされる必要があるとも考え難

｡○

い。

自らの個人的な事項に関する供述が基本的にその供述をしたままに，

しかもそれが真に必要とされるわけでもないところで提出されて一般

に公開されることとなれば，何人でも原則として閲覧でき、また当事

者及Z降り害関係者に謄写され得る状態（民事訴訟法91条）となり，そ

の結果、聴取内容があくまで労災請求に対する判断の資料としてのみ

用いられるものであるとの信頼を著しく損なうことになることは明ら

かであり，塁後閏錘童璽…三_と墾塾≦_里謹皇廷ゑ≧塑畠≦

きである。

したがって,本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した

部分は, …これを提出することにより，公務の遂行に著しい支障が生ず

るおそれが具体的に存在することは明らかである。

本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分は，最高裁

決定に照らしても,その提出により公務の遂行に著しい支障を生ずるおそ

れが具体的に存在すると考えられること ．

上記第4の最高裁決定は飽くまで事例判断に過ぎない（松並重雄・最

、
ｒ
ｆ（
ー

(4)
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高裁判所判例解説民事篇平成17年（下） 728ページ（注26） ）も

のではあるが，本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した

部分は，上記(3)のアに述べたとおり，公務員が職務上知り得た私人の秘

密に関する情報が記載されており，これは最高裁決定が示した「①の情

報jに形式的には該当するものである。しかしながら、最高裁決定は｢①

の情報」に係る部分について， 「聴取内容がそのまま記載されたり，引

用されたりしているわけではなく，当該調査担当者において，他の調査

結果を総合し，その判断により上記聴取内容を取捨選択して，その分析
」

評価と一体化させたものが記載されていること」を理由として， 「①の

情報」に係る部分が提出されることにより公務の遂行に著しい支障を生

ずるおそれが具体的に存在するということはできないと判断されたもの

である。そうすると，本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引

用した部分には，上記(3)のイに述べたとおり，聴取内容が調査担当者に

よって総合されることもなく，また，調査担当者の分析評価と一体化さ

れることもなくそのまま記載されていることから，最高裁決定に照らし

でも，本件文書4のうち被告会社関係者の聴取内容を引用した部分はこ

れを提出することにより公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体

的に存在するというべきである。

ザ寺～＝

｝

凸

レアロも
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8本件文書5について． ．

(1)本件文書5の概要

本件文書5は，被災者に係る遺族補償一時金及び葬祭料の労災請求に

ついての実地調査復命書であり,労働基準監督署の調査担当者による保

険給付に関する調査結果が一定の様式によりとりまとめられたものであ
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実地闘盃"

労働局蝿

a被災者の糖神障審の罰 族麗と協溌会意 ‘

埋災者の ，』 び椿別給与の認

澗盃官意駒
閏

本文最後の頁に掲載されている。
●

(2) 本 5のうち『 ，件文書 薯長意見」欄及び「調杏官意見」の項目について

「 ….． ．…暴量意驫蕊黙鰯麓凛嵐副力撤職さｵ嚥蕊2.2…杢住窯鴦員.!熟:……． 』“ ‐ 、
象魚急罵.鱈損蹴る童篶に露部燃熟"兵蕊職嚇’2．9． 。 ．“ ・… ． ． ”…….‘“蕊当式鴦堂のであ当

●●●●

寵裁陛蕊鳶韓鮎…宝裏ﾑ篤鯛鯛ﾑ債懇墨醗鐙2魚.無'塞翁鴦童膳 ．ゑ蕊,…

煮個ふ猿駕關薊濡続により当蕊蔑念が闇示さ迦宏泰姓‘爆謹黙撫撫爆 魚 ………"･“ ・……･…・ ・・:。
煮露關霧驫続におい;劇漁霧顧蕊1満願k駒鳥.熟憩塁＝ ………… …..…文書5の写しを とさ

●■●■●●●●●●●●●●●●｡●●●●●●●●■●●●
●

総庭個ﾑ嚢識別:＃:るこ上がで開燕調篭黙姓堕 蝿 ………………… ．…煮る騰賎除煮勘.､憲れた
り●●●■●■●

誕の惠嵐塗窯憲爆幽愈命魚….…..……………..……． 通申立てによってる ．.…… ．…….…．玄蕊棗陰認めら如露いので

塗塗.．

なお， 署長意「 見」欄及び「調査官意見」の項目に係る部分が民事訴訟
●

法220条4号ロに該当する理由について，念のため以下に述べる。
e

ア本件文書5のうち『署長意見』 欄及び『調査官意見」の項目は，公

務員の所掌事務に属する秘密が記載されたものであること
●

本件文書5の「署長意見」 及び｢説香欄 官意見」の項目に記載された

内容は， 被災者の精神障害に関する業務上外の判断についての行政内

部の意思形成過程に関るす情報が記載されているものであり，かつ，

厚生労働省内において組織的に利用される内部文書であって，公表を
e

●

予定していないものであるから， 署長意『 見」欄及び「調査官意見」

の項目は公務員の所掌事務に属する秘密が記載されたものである。
○

イ本件文斡5のうち．｢署長意見』 及び『欄 鯛香官意見』の項目を明ら

0

0

0

(~｡､
L 陰』。
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かにすることにより，公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体

的に存在すること

本件文書5のうち「署長意見j欄及び「調査官意見」の項目には，

行政内部の意思形成過程に関する情報が記載されているものであり，

かつ，厚生労働省内において組織的に利用される内部文書であって，

公表を予定していないものである。これらの記載が本案事件において

提出されると，行政の自由な意思決定が阻害されることになることか

ら，公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在すること

は明らかである。

(3)本件文書5のうち， 「署長意見」欄及び『調査官意見』の項目は，最

高裁決定に照らしても,その提出により公務の遂行に著しい支障を生ずる

おそれが具体的に存在すると考えられること

上記第4の最高裁決定は飽くまで事例判断に過ぎない（松並重雄・

最高裁判所判例解説民事篇平成17年（下） 728ページ（注26） ）

ものではあるが，本件文書5のうち「署長意見」欄及び「調査官意見」

の項目には，上記(2)に述べたとおり，行政内部の意思形成過程に関す

る情報が記載されており，これは最高裁決定が示した『②の情報」に

該当するものである。最高裁決定は「②の情報』に係る部分について，

「行政内部の意思形成過程に関する情報が記載されたものであり，そ

の記載内容に照らして， これが本案事件において提出されると，行政

の自由な意思決定が阻害され,公務の遂行に著しい支障を生ずるおそ

れが具体的に存在することが明らかである」と判断されたものである。

そうすると，本件文書5のうち「署長意見j欄及び「調査官意見」の

項目は，最高裁決定に照らしても， これを提出することにより公務の

遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在することは明らかで

あるb
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ー
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意見書例2被告会社から、原告の聴取書について、文書提出命令の申立てが

あったもの

Ｉ

4

【対象文割

1． 「聴取書」 （原告聴取）

【労災認定概要】精神障害亭案(業務外）

、原告は△△△㈱に所属し､事務職として勤務していたが、△△△

鰊)のグループ会社である○○○㈱（以下駿告会社」という｡）の

社員の送別会の場において、被告会社取締役らから、セクシュアル

ハラスメント受けたことが原因で精神障害を発症したとして、監督

署長に対し療養の賓用及び休業補償給付の請求を行った。

監督署長は、調査の結果、原告の疾病は、業務上の事由によるも

のとは認められないとして、これらを不支給とする旨の処分を行っ

た。

｡

｡

心

9

【文書提出命令申立概要】

原告が被告会社に対し損害賠償を求めた民事訴訟において、被告

会社より、証明すべき事実を『原告が精神疾患を罹患した原因出来

事であると主張する送別会が被告会社の業務とは関係ないものであ

ること』として、本件業務上外認定に関する文書について、監督署

長が所持する文書提出命令の申立てがあったもの。

U

※事案の内容によって､文言の変更を要する部分については_』_綴を付
している。

9

0
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(意見害例2）

一､ノ

●

平成○年（○）第○○○号文書提出命令申立事件

基本事件平成○年（○）第○○○号損害賠償謂求事件

原告○○○○

被告○○○株式会社

。

●

0

』

文書提出命令の申立てに対する意見書
、

，

平成○年○月0日

○○地方裁判所民事第○部

裁判官○○○○殿

●

○○労働基準監督署長

平成○年○月○日付けの「審尋謝について，下記のとおり意見を述べる。
○ ‘ﾉ2

記

第1 本件文書提出命令の申立ての対象文書

平成○年○月○日付け文書提出命令申立書による文書提出命令の申立て

（以下「本件申立て」という。 ）は、原告○○○○と被告○○○株式会社

（以下「被告会社」という。 ）との間の○○地方裁判所平成○年（○）第

○○○号損害賠償請求事件において，被告会社が文書所持者である本職に

対し, r原告に係る労働者災害補償保険法の業務上外認定に関する一件記

◆

・20．
、

‐
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録」のうち，被告会社の申立てに係る平成○年○月○日付けの文書送付嘱

託に対して、本職が送付を差し控えた文書の提出を求めるものである。

本件申立ての対象文書は、平成○年○月○日付け聴取書（以下『本件文
酎

書」という。 ） と特定する。

●

第2意見の要旨

本件文書は，民事訴訟法220条4号ロに該当する。

したがって，本件申立ては却下されるべきである。

●

○

第3民事訴訟法220条4号口について

1 民事訴訟法220条4号口｢公務員の職務上の秘密」の意義

民事訴訟法220条4号ロにいう 「公務員の職務上の秘密」とは，公務

員が職務上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密として

保誼するに値すると認められるものをいうと解すべきである（最高裁判所

昭和52年12月19日第二小法廷決定・刑集31巻7号1053ページ，

最高裁判所昭和53年5月31日第一小法廷決定・刑集32巻3号457

ページ参照） 。そして，上記.｢公務員の職務上の秘密」には，公務員の所

掌事務に属する秘密だけでなく，公務員が職務を遂行する上で知ることが

できた私人の秘密であって，それが本案事件において公にされることによ

り，私人との信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来

すこととなるものも含まれると解すぺきである（最高裁判所平成17年1

0月14日第三小法廷決定・民集59巻8号2265ページ） 。

2民事訴訟法220条4号口『その提出により公共の利益を害し‘又は公

務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがある｣の意義

民事訴舩法220条4号ロにいう 「その提出により公共の利益を害し，

又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるjとは，単に文書の性

0

L;

、

〃
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℃

格から公共の利益を害し, ‘又は公務の遂行に著しい支障を生ずる抽象的な

おそれがあることが認められるだけでは足りず，その文書の記載内容から

みてそのおそれの存在すること･が具体的に認められることが必要であると

解される（前掲最高裁平成17年10月14日第三小法廷決定） 。

そして，公務員の職務上の秘密に関する文書が，その提出により公共の

利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるものとい

えるかどうかは，個々の文書ごとに，その性質，法的根拠，記載内容・方

法，公にされた場合の弊害の有無，内容，程度等を考慮して判断すぅべきで

ある舩並重雄・最高裁判所判例解説民事篇平成17年（下） 728ペー

ジ（注26） ） 。

マ

●

0

１

;4最高裁判所平成17年10月14日第三小法廷決定の要旨

第5において本件文書について検討する前提となる最高裁判所の決定に

ついて，その要旨を記載する。

1 文書提出命令に関してはj労働安全衛生法に基づき労働災害の発生原因

等の調査結果が記載された災害調査復命書が民事訴訟法220条4号ロに

該当するか否かが争われた事件についての最高裁判所平成17年10月1

4日第三小法廷決定（以下「最高裁決定」という。 ）が示されており，そ

の要旨は以下のとおりである。

.2労働災害が発生した際に労働基準監督官等の調査担当者が労働災害の発

生原因を究明し同種災害の再発防止策等を策定するために調査結果等を踏

まえた所見をとりまとめて作成した災害調査復命書には，①当該調査担当

者が事業者や労働者らから聴取した内容,事業者から提供を受けた関係資．

料，当該事業場内での計測，見分等に基づいて推測，評価分析した事項と

いう当該鯛査担当者が職務上知ることができた当該事業者にとっての私的

な情報のほか,②再発防止策,行政指導の措置内容についての当該調査担当

第4

0
●

、

0
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者の意見,署長判決及び意見等の行政内部の意思形成過程に関する情報が

記載されている。

「②の情報jに係る部分は,行政内部の意思形成過程に関する情報が記

載されたものであり，その記載内容に照らして，これが本案事件において

提出されると，行政の自由な意思決定が阻害され，公務の遂行に著しい支

障を生ずるおそれが具体的に存在することは明らかである。

， 「①の情報」に係る部分は,事業者や労働者らからの聴取内容がそのまま

記載されたり,引用されたりしているわけではなく,当該調査担当者におい

て,他の調査結果を総合し,その判断により上記聴取内容を取捨選択して，

その分析評価と一体化させたものが記載されていること,調査担当者には，

事業場に立ち入り,関係者に質問し,帳簿,書類その他の物件を検査するな

どの権限があり， -これらに応じない者は罰金に処せられることとされてい

ることなどにかんがみると,． 「①の情報」に係る部分が本案事件において

提出されることにより公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に

存在するということはできない。
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第5本件文害の検討

1 本件文書の概要

本件文書は原告を供述者とする聴取書であり,.労働基準監督署の調査担

当者が供述者から聴取した内容がそのまま記載されている｡､具体的には，

冒頭において，住所，職業，氏名及び生年月日により供述者が特定された

上，特定の日付，場所において「次のとおり聴取したj旨記載されう当該

記載以降，聴取書のほぼ全般にわたって，供述者を一人称とする口語調の

聴取内容が，内容に応じて項番を付された上で記載されている。そして，

その末尾には，当該供述者において記載ざれた聴取内容に誤りがないこと

を確認して署名押印した旨の記載とともに，当該供述者の署名押印がされ

I 》
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ている。聴取内容の表現は，主観的なもので，また，聴取に係る事実の経

験者の供述として迫真性の高いものとなっている。また聴取書に，調査担

当者の分析評価等は含まれていない。

2本件文塞に記載された聴取内容
8

杢笠鰯i皇越望塑遮璽画窒隆一屋宣謹蛍墾鐙謹呈菫二三迄墨過簔里区
ー

夜告会社のｨ､12 こ ：ムー､者の 的な解 百のい

共述者の家 ・超ﾑﾑﾆ供述者の通属する事頚

一
一

、

3本件文書に記載された聴取内容は，公務員が職務上知り得た非公知の事

項であって，実質的にもそれを秘密として保護するに値すると潔められ，

これを提出することにより，公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具

体的に存在すること

（1）本件文書に記載された聴取内容は，公務員が職務上知り得た非公知の

事項であって‘実質的にもそれを秘密として保護するに値すると認め

られること

本件文書に記載された聴取内容は，供述者の個人的な事項も含めて

そのまま記載され，公務員が職務上知り得た私人の秘密に該当するも

のであり，これが本案事件において提出されることにより，供述者と

の信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来すこと

となるということができるから，公務員が職務上知り得た非公知の事

項であって, ≦実質的にもそれを秘密として保護するに値すると認めら

れる。 ．

（2） 本件文害を提出することにより，公務の遂行に著しい支障を生ずる

おそれ力嗅体的に存在すること

本件文書に係る供述者は,聴取内容が飽くまで労災請求に対する判

0
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断の資料として用いられるものとの前提で聴取に応じているものと考

えられる。したがって，聴取内容が広く一般に公開されることまで受

け入れ，若しくば予想して供述に応じているものではないと考えるべ

きである。

そして,本件文書においては,当該聴取内容力澗査担当者によって・

総合されることもなく,また,調査逢者の分析評価と-靴される
こともなくそのまま記載され，かつ，当該聴取内容に係る供述者が特

定されているから， これを開示することにより，当該労災認定の手続

において，当該供述者がどのような事項を供述したかがその内心に属

1

C

する事項とともに明らかとなる。

そうであるからこそ，労働基準監督署長としても，聴取書を提出す

るような場合には，提出するについて供述者の同意の有無を確罷する

こととしているのである。また，労働基準監督署長による確認を受け

た上で提出に同意しなかった供述者としては，それにより聴取書を提

出されないことについてより高い期待・信頼を抱くことになっている

というべきである（本件文書に係る供述者は、当該文書を提出するこ

とについて同意しない旨の意思を表示している。 ） 。

しかも，本件文書に記載された聴取内容は，上記2で述べたとおり，

ウ

（ ｝ ‘，
私

塾一㎡

被告会社の関係者I星封する儀述者の主観的な評価型1つた供述者の内

共述の地

診屈

1

の掴
ロロ

さらにいえば，本件申立ての立証趣旨 颪告が精神疾患を罹患した

原因出来事であると主張する送別会が被告会社の業務とは関係のなL
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ものであること)_との関係において，上記のような事項がすべて明ら

かにされる必要があるとも考え難い。 ．

自らの個人的な事項に関する供述がその供述したままに，しかもそ

･れが真に必要とされるわけでもないところで提出されることとなれ

ば，何人でも原則として閲覧でき，また当事者及び利害関係者に謄写

され得る状態（民事訴訟法91条）となり，その結果，聴取内容が飽

くまで労災請求に対する判断の資料として用いられるものであるとの

供述者からの信頼を著しく損なうことは明らかである｡ .そうすると，

Q争
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したがって，本件文書を提出することにより，公務の遂行に著しい

支障を生ずるおそれが具体的に存在する。

本件文書は，最高裁決定に照らしても，その提出により公務の遂行に

著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在すると考えられること ．

上記第4の最高裁決定は飽くまで事例判断に過ぎない（松並重雄・最

4

0

－26‐

守

垂①

83



－－－－－－－－－

町

一一一妙一一一一●一

－－－－－一一一

＆

の

今

。

高裁判所判例解説民事篇平成17年（下） 728ページ（注26） ）も

のではあるが，本件文書は，上記3の(1)に述べたとおり，公務員が職務

上知り得た私人の秘密に関する情報が記載されており， これは最高裁決

定が示した「①の情報」に形式的には該当するものである。しかしなが

ら、最高裁決定は「①の情報］に係る部分について，聴取内容がその

まま記載されたり，引用されたりしているわけではなく，当該調査担当

者において，他の調査結果を総合し，その判断により上記聴取内容を取

捨選択して，その分析評価と一体化させたものが記載されていることj

を理由として， 「①の情報」に係る部分が提出されることにより公務の

遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在するということはでき

ないと判断されたものである。そうすると，本件文書には,上記3の（2）

に述べたとおり，聴取内容が調査担当者によって総合されることもなく，

また，調査担当者の分析評価と一体化されることもなくそのまま記載さ

れていることから，最高裁決定に照らしても，本件文書はこれを提出す

ることにより公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれが具体的に存在す

るというべきである。

調査権限や罰則が存在するとしても，聴取内容を提出することにより，

供述者の協力を得ることが困難となり，公務の遂行に著しい支障を生ず

ること

上記第4の最高裁決定は，災害調査復命書には，関係者からの聴取内

容がそのまま記載されているわけではないことのみならず,労働基準監

督署長には，関係者からの報告の提出等の権限があり，これに応じない

場合の罰則も設けられていることも合わせて関係者の協力を得ることが

著しく困難とはならないと判断している。

しかし,最高裁決定でいう権限や罰則は,労働安全衛生法に基づくも

のであり，同法の違反(同法120条4号， 5罰については,労働基
く
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◆

準監督官は同法92条に基づき， 自ら捜査し，検察庁に送致できるもの

である。一方，本件における関係者からの報告の提出等の楕限や罰則に

関しては,労働者災害補償保険法に基づくものであり，同法の違反(同

法53条1号， 2号）について，労働安全衛生法におけるように労働基

準監督官が自ら捜査する権限はなく，警察機関に告発するのみである。

このように，労働安全衛生法に基づく権限と労働者災害補償保険法に基

づく権限は強制力の程度が異なっており，これらを同視することはでき

ない。

このことからﾉ労働者災害補償保険法に基づく調査権限は,労働安全

衛生法におけるような捜査権限を背景にしたものではないことから，供

述着との信頼関係がより重要となるところである。

したがって；本件のように，労災認定に関する調査において，その円

滑な遂行のために十分な供述を得るためには，供述の契機があるという

ことだけでは足りず，供述者の積極的な態度や自由な会話の機会を持つ

ことが必要かつ重要であり，そのためには供述着の信頼を確保すること

が必要である。

供述者が，民事訴訟において一般に公開され，何人でも原則として閲

覧でき，当事者・利害関係者に謄写され得る状態となることを懸念して

積極的な協力が得られない場合に，罰則を背景とした強制的な契機によ

り供述を求めたとしても，供述者の反感を買い，調査担当者の質問に対

する必要最小限の回答しか得られないことは明らかである。そのような

場合，一応虚偽ではない回答を得ることができたとしても，調査の円滑

な遂行に十分な回答や，新たな調査の観点，端緒となるような回答を得

ることができなくなる。供述者の積極的な供述を得ることにより，新た

な事実・端緒を得ることができ， さらにそれに基づく調査を行うことに

より，適正な事実認定が可能となるのである。適正な事実認定を円滑に
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身

行うことができなければ，公務の遂行に著しい支障を生ずることは明ら

かである。

6鳥取地方裁判所倉吉支部平成21年9月29日決定について

鳥取地方裁判所倉吉支部平成21年9月29日決定（公刊物未登載）は，

本件と同様に労災認定の手続において作成された同僚等の聴取書等につい

て，民事訴訟法220条4号ロに該当すると判断し，労働基準監督署長の

＠

文書提出羨務を否定した。同決定については上訴がなく確定している。
、
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業務参考資料（7）
心

事 ・務 連 絡
し

平成23年6月15日
●●

都道府県労働局労働基準部長殿

厚生労働省労働基準局労災補償部．

補償課労災保険審理室長

文書提出命令に係る業務参考資料の送付等について

近年、被災労働者が会社を被告として精神障害や脳心臓疾患に係る会社の安

全配慮義務違反を争う民事訴訟が増加しているが、これらの訴訟に伴い、当該

事案の労災認定に係る資料について民事訴訟法に基づく文書提出命令の申立が

増加しているところである。

このような状況を踏まえ、文書提出命令の申立及び決定に係る対応のため、

下記の1のとおり関係資料をとりまとめたので、文書提出命令に係る業務の処

理に当たって参考とされたい。

また、文書提出命令に係る業務の処理に当たっては、下記の2の各事項に留

意し、的確かつ迅速な業務処理の徹底を図っていただきたい。

－

（》

ケ

I

記

1 業務参考資料関係

第1 文書提出命令一覧 ・ ・ ・別紙1

第2文書提出命令に係る手続 ・ ・ ・別紙2

第8文書提出命令に係る決定一覧 ・ ・ ・別紙3

第4災害調査復命書に係る文書提出命令

（1）最高裁判所第三小法廷（平成17年10月14B)

（平成17年（許）第11号） ・ ・ ・別紙4

（2）名古屋高等裁判所金沢支部第2部（平成17年3月24日）

（平成16年（ラ）第28号文書提出命令に対する即時抗告事件）

・ ・ ・別紙5

(S)金沢地方裁判所（平成16年8月10日）

（平成15年（モ）第234号文書提出命令申立事件） ・ ・別紙6

第5財団法人法曹会最高裁判所判例解説民事篇平成17年度（下）

・ ・ ・別紙7

第6パンフレット「行政機関のための法律意見照会制度』
（法務省大臣官房舩務部門） ・ ・ ・別紙8
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2留意事項

（1）文書提出命令の申立があった場合

①労災保険審理室への迅速な報告
原告ら民事訴訟当事者から監督署長等が保有している労災認定に関す

る文書を対象とした文書提出命令の申立があった場合は、直ちに労災保

険審理室に報告すること。

②法務局への情報提供

文書提出命令の申立があった場合は、速やかに裁判所の所在地を管轄
する法務局の訟務担当部署に情報提供すること。

③法務局への意見照会

文書提出命令に係る審尋手続に基づき裁判所から意見を求められた場

合(民訴法223条2項)､文書の提出を拒否すぺきと思料される際には、

行政庁が裁判所に提出する意見案について、裁判所の所在地を管轄する

法務局の訟務担当部署に意見照会するとともに、同命令が発せられた際

の即時抗告の要否等について、あらかじめ協議しておくこと。

④意見案の労災保険審理室への送付

労災補償課長は、上記③の意見照会をする際には、事前に労災保険審

理室に相談したうえで、意見案を送付すること。

～笈

1

4

(2)文書提出命令の決定があった場合

①労災保険審理室への迅速な報告・ ・
文害提出命令の決定がなされた場合、労災補償課長は決定書を直ちに

労災保険審理室にメール等により送付すること。

なお､文書提出命令は､労災認定に関する文書を保有する労働基準監
督署長に対して行われることから、署から局への速やかな報告の徹底を

図ること。

②即時抗告の申立手続

行政庁において即時抗告が必要と考える場合、 ､1週間以内に即時抗告

を行う必要がある（民事訴舩法832条）ことから、速やかに即時抗告

する理由案を作成し、労災保険審理室及び法務局と協議すること。
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行政不服審査法に基づく審査舗求一覧
（平成30年度受付分）

平成31年1月末時点
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不服申立内容 件数

労災就学等援護費の不支給の取消を求めるもの 5

労災就労保育援護費の不支給の取消を求めるもの 1

事業主が故意又は重大な過失により生じさせた業務災害に係
る費用徴収金の徴収決定処分の取消を求めるもの

5

保険関係成立に係る手続を行っていない間に生じた業務災害
に係る費用徴収金の徴収決定処分の取消を求めるもの

1

アフターケア健康管理手帳の不交付の取消を求めるもの 3

アフターケア通院費の不支給の取消を求めるもの 1

義肢等補装具不承認の取消を求めるもの 2

労働基準監督署長の不作為 3

特別支給金の不支給の取消を求めるもの
夕

1

合計 22


